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金融資産会計 (2)
松尾率正
日本公認会計士協会『金融商品会計実務指針』の設例から，約定日，決
算日，およぴ受渡Hの会計処理を示せば次のようになる。
設例 1 売買目的有価証券の評価及び会計処理
前提条件
X社は以下の銘柄の上場株式を売買目的で保有しており，その取得原価
及び各年度における時価は次のとおりである。
銘柄 X2年度 X3年度 X4年度
取得原価 期末時価 売却時時価 期末時価 振替時時価
A株式 1,500 1,400 1,600 
B株式 700 800 700 600 
C株式 800 900 800 700 
合計 3,000 3,100 1,600 1,500 1,300 
注 1 A株式はX3年度の期中において， 1,600で売却した。
2 X4年度の期中において，資金運用方針の変更に伴い，有価証
券の短期的な売買（トレーディング取引）を行わないことを取締役
会で決議したため'B株式と C株式を決議日の時価 (B株式600,
C株式700)でその他有価証券へ振り替えた。
3 売買目的有価証券は．本来は頻繁に売買がなされるものである
が．設例の便宜上，ある期間保有しているものとしている。
会計処理
① xz年度期末
売買目的有価証券 100/有価証券運用益 100 
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・売買目的有価証券の貸借対照表価額はA株式， B株式及ぴC株式の時価
の合計額3,100となり，これとこれらの取得原価の合計額3,000との差額
（評価差額） 100を当期の損益（計上科目は有価証券運用損益）として計
上する。なお，本設例では，評価差額に係る税効果は発生しないことを
前提にしている（以下同じ）。
② X3年度期首
仕訳なし
• 前期末に計上した売買目的有価証券の評価差額は，翌期において洗替処
理又は切放処理のいずれによることもできる（第67項参照）が，本設例
では切放処理によることとし， X3年度期首に， X2年度期末に計上し
た評価差額の振戻仕訳は行わない。
③ X3度期中（売却B)
現金 1,600/売買目的有価証券 1,400 
／有価証券運用益 200 
・A株式を売却した。売却時の帳簿価額はX2年度期末の貸借対照表価額
1,400であり，これと売却価額1,600との差額200が売却益（計上科目は有
価証券運用益）となる。
④ X3年度期末
有価証券運用損 200/売買目的有価証券 200 
・売買目的有価証券の貸借対照表価額はB株式及びC株式の時価の合計額
1,500となり，これとこれらのX2年度期末貸借対照表価額の合計額
1,700 (800+900) との差額（評価差額） 200を当期の損益（計上科目は
有価証券運用損）として計上する。
⑤ X4年度期中（振替日）
その他有価証券 1,300/売買目的有価証券 1,500 
有価証券運用損 200/ 
・資金運用方針の変更に伴い，有価証券の短期的な売買（トレーディング
取引）を行わないことを取締役会で決議したため， B株式及びC株式に
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ついて，売買目的有価証券からその他有価証券へ時価で振り替えた。振
替価額は振替時の時価の合計額1,300であるが，売買目的有価証券の帳簿
価額はX3年度期末の時価の合計額1,500であるため，これらの差額200
を売買目的有価証券に係る振替損益（計上科目は有価証券運用損）とし
て処理する。
設例2 有価証券売買取引
額面10,000の普通社債を所有するA社は， B社と次の条件で当該社債の
売買契約を締結した。
前提条件
(1) 約定日： X 2年3月30日
売買価額： 10,000 
X2年3月29日現在の時価： 9,900 
A社のその他有価証券の償却原価 (X2年3月29日現在）： 9,000 
(2) 決算日 X2年3月31日の時価： 10,010 
(3) 受渡日 X2年4月2B 
(4) 決算B X3年3月31日の時価： 10,030 
付随費用，有価証券利息・経過利息の計上および評価差額の税効果は，
考慮しないものとする。
会計処理
(1) B社（買手）
① 約定日基準
X2年3月30日
有価証券
売買目的有価証券 1満期保有目的債券 Iその他有価証券
借方（貸方） 借方（貸方） 借方（貸方）
10,000 10,000 10,000 
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未払金 (10,000) (10,000) (10,000) 
X2年3月31日
有価証券 10 10 
有価証券運用益 (10) 
その他有価証券評価差額金 (10) 
X2年4月1日 注
有価証券運用損 10 
その他有価証券評価差額金 10 
有価証券 (10) (10) 
X2年4月2日
未払金 10,000 10,000 10,000 
現金 (10,000) (10,000) (10,000) 
X3年3月31日
有価証券 30 30 
有価証券運用益 (30) 
その他有価証券評価差額金 (30) 
注 有価証券運用益の洗替え（第67項参考）およぴその他有価証券評価差額金の洗替え
② 修正受渡B基準
売買目的有価証券 満期保有目的債券 その他有価証券
借方（貸方） 借方（貸方） 借方（貸方）
X2年3月30日 仕訳なし 仕訳なし 仕訳なし
X2年3月31日
有価証券 10 10 
有価証券運用益 (10) 
その他有価証券評価差額金 (10) 
X2年4月1日注
有価証券運用損 10 
その他有価証券評価差額金 10 
有価証券 (10) (10) 
X2年4月2日
有価証券 10,000 10,000 10,000 
現金 (10,000) (10,000) (10,000) 
X3年3月31日
有価証券 30 30 
有価証券運用益 (30) 
その他有価証券評価差額金 (30) 
注 有価証券運用益およびその他有価証券評価差額金の洗替え
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(2) A社（売手）
満期保有目的債券は，原則として売却されないので，設例を設けない。
① 約定日基準
売買目的有価証券 その他有価証券
借方（貸方） 借方（貸方）
X2年3月30日 注
未収金 10,000 10,000 
有価証券 (9,900) (9,000) 
有価証券運用益 (100) 
有価証券売却益 (1,000) 
X2年3月31日 仕訳なし 仕訳なし
X2年4月2日
現金 10,000 10,000 
未収金 (10,000) (10,000) 
注 その他有価証券の売却益は，売却額と償却原価の差額である
(10, 000-9, 000 = 1,000)。
① 修正受渡H基準
売買目的有価証券 その他有価証券
借方（貸方） 借方（貸方）
X2年3月30日 注1
有価証券 100 仕訳なし
有価証券運用益 (100) 
X2年3月31日 注2
有価証券 仕訳なし 1,000 
有価証券売却益 (1,000) 
X2年4月2日
現金 10,000 10,000 
有価証券 (10,000) (10,000) 
注1 売買目的有価証券については，売却時に時価（売却価額）評価
する。しかし，実務上は，帳簿価額のままとし，期末に売却価額
で評価することも認められる。
2 その他有価証券については，期末に時価評価するので，そのと
きに売却損益を認識する。すなわち，未引渡しのものについて，
売却時の時価（売却価額）で評価し，売却益を計上する。
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設例3 満期保有目的債券の会計処理
前提条件
x社(3月決算）は， X2年1月1日に既発のA社社債を9,400で取得し
た。この債券は，満期まで所有する意図をもって保有するものである。な
お，取得価額と債券金額（額面）との差額（取得差額）は，すべて金利の
調整部分（金利調整差額）である。
額面： 10,000 
満期： X4年12月31日
クーポン利子率：年利6%
利払日：毎年6月末日及ぴ12月末日 年2回
会計処理
(1) 原則法である利息法による場合
利息法とは，債券のクーポン受取総額と金利調整差額の合計額（この合
計額が実質的な有価証券利息の総額となる。）を債券の帳簿価額に対し一定
率（実効利子率）になるように，複利をもって各期の損益に配分する方法
をいい，当該配分額とクーポン計上額（クーポンの現金受取額及びその既
経過分の未収計上額の増減額の合計額）との差額を帳簿価額に加減する（第
70項参照）。したがって，利息法を適用する場合には，まずこの実効利子率
を求める必要がある。
この実効利子率は，次の算式が成立するような率として求められる。
300 300 300 10,300 
1 +rXl/2+ (1 +rXl/2)2+………(1 +rxl/2)5+ (1 +rxl/2)6 
=9,400 
この算式を解くと，実効利子率r=8.3%が求められる。
各利払日における利息及び償却原価の計算表は，次のとおりである。
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年月日 クーポン
受取額
X2/l/l 
X2/6/30 300 
X2/12/31 300 
X3/6/30 300 
X3/12/31 300 
X4/6/30 300 
X4/12/31 300 
合計 1,800 
注実効利子率年8.3%
① X2年 1月1B (取得日）
利息配分額
注
390 
394 
398 
402 
406 
410 
2,400 
満期保有目的債券 9,400/現金
•取得価額で計上する。
② X2年 3月31日（決算B)
金利調整差
額の償却額
90 
94 
98 
102 
106 
110 
600 
未収収益 150/有価証券利息
満期保有目的債券 45/ 
•利息配分額の計算
390Xふ囁=195
・未収収益の計算
クーポンの既経過分を未収収益として計J:する。
3ヶ月
300X =150 6ヶ月
．償却額（帳簿価額への加算額）の計算
(221) 221 
償却原価
（帳簿価額）
9,400 
9,490 
9,584 
9,682 
9,784 
9,890 
10,000 
9,400 
195 
利息配分額とクーポンの未収計上額との差額を，金利調整差額（償却
額）として債券の帳簿価額に加算する。
195-150=45 
③ X2年6月30日（第 1回利払B)
現金 300/未収収益 150 
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満期保有目的債券 45/有価証券利息 195 
•利息計算期間の 6 か月分のうち前期決算での利息配分額との差額を計
上する。
390-195=195 
• f賞却額（帳簿価額への加算額）の計算
前期未収利息戻入額と利息配分額との合計額からクーポン受取額を控
除した差額を，金利調整差額（償却額）として債券の帳簿価額に加算す
る。
150+195-300=45 
④ X2年9月30日（中間決算日）
未収収益 150/有価証券利息 197 
満期保有目的債券 47/ 
• 利息，配分額の計算
3ヶ月394X =197 6ヶ月
・未収収益の計算
クーポンの既経過分を未収収益として計上する。
3ヶ月300X =150 6ヶ月
．償却額（帳簿価額への加算額）の計算
利息配分額とクーポンの未収計上額との差額を，金利調整差額 (f賞却
額）として債券の帳簿価額に加算する。
197-150=47 
以後の各期も同様の会計処理を行う。
⑤ X4年12月31B (満期日）
（最終利払）
現金
満期保有H的債券
300/未収収益
55/有価証券利息
150 
205 
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（満期償還）
現金 10,000/満期保有目的債券 10,000 
（最終利払）
•利息計算期間の 6 か月分のうち前期決算での利息配分額との差額を計
上する。
3ヶ月410X =205 6ヶ月
．償却額（帳簿価額への加算額）の計算
前期未収利息戻入額と利息配分額との合計額からクーポン受取額を控
除した差額を，利息調整差額（償却額）として債券の帳簿価額に加算す
る。
150+205-300 = 55 
（満期償還）
• これにより，債券の帳簿価額は10,000となり，額面による償還を過不
足なく会計処理することができる。
(2) 簡便法である定額法による場合
定額法とは，債券の金利調整差額を取得日から償還日までの期間で除し
て各期の損益に配分する方法をいい，当該配分額を帳簿価額に加減する（第
70項参照）。
したがって，利息法と晃なり，償却は利払Hに行う必要はなく，期末の
み行えばよい。
① X2年 1月1日（取得日）
満期保有目的債券 9,400/現金 9,400 
② X2年3月318 (決算B)
未収収益 150/有価証券利息 150 
満期保有目的偵券 50/有価証券利息 50 
・未収収益の計算
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クーポンの既経過分を未収収益として計上する。
3ヶ月300X =150 6ヶ月
．償却額（帳簿価額への加算額）の計算
債券の取得差額のうち，当期の月数按分相当額を金利調整差額（償却
額）として債券の帳簿価額に加算する。
3ヶ月
(10,000-9,400) X 36ヶ月=50 
③ X2年6月30B(第1回利払日）
現金 300/未収収益 150 
／有価証券利息 150 
④ X2年9月30日（中間決算日）
未収収益 150/有価証券利息 150 
満期保有目的債券 100/有価証券利息 100 
・未収収益の計算
クーポンの既経過分を未収収益として計上する。
300X 3ヶ月=150
6ヶ月
．償却額（帳簿価額への加算額）の計算
債券の取得差額のうち，当中間期の月数按分相当額を金利調整差額（償
却額）として債券の帳簿価額に加算する。
3ヶ月(10,000-9,400) X =100 36ヶ月
以後の各期も同様の会計処理を行う。
⑤ X4年12月31日（満期B)
（最終利払）
現金 300/未収収益
／有価証券利息
150 
150 
満期保有目的債券
（満期償還）
現金
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50/有価証券利息
10,000/満期保有目的債券
・償却額（帳簿価額への加算額）の計算
(225) 225 
50 
10,000 
債券の取得差額のうち，当該期間の月数按分相当額を金利調整差額（償
却額）として債券の帳簿価額に加算する。
(10,000-9,400) X贔悶 =50
設例4 その他有価証券（株式）の評価及ぴ会計処理
前提条件
(1) X社は以下の銘柄の上場株式を各1,000株保有しており，その取得原価
及ぴ各年度における時価は次のとおりである。
銘柄 X2年度 X3年度
取得原価 期末時価 売却時時価 期末時価
A株式 500 800 1,000 
B株式 800 1,200 700 
C株式 1,000 400 500 
D株式 2,000 1,500 1,300 
合計 4,300 3,900 1,000 2,500 
注1 A株式はX3年度の期中において， 1,000で売却した。
2 C株式はX2年度末において時価が著しく下落し，か
っ，取得原価まで回復する見込みがあるとは認められない
と判断し．減損処理を行った。
(2) X社は，保有しているすべての株式をその他有価証券の区分に分類し
ている。
(3) その他有価証券の帳簿価額と税務上の資産計上額との差額は一時差異
に該当し，税効果会計を適用する。実効税率は40%であり， X社は繰延
税金資産の回収可能性に問題はないものとする。なお，評価差額の処理
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方法として部分資本直入法を採用する場合の評価差損に係る税効果の仕
訳は，一般に他の一時差異に係る税効果の仕訳と合算して行われるため，
本設例では省略している。
会計処理
(1) 全部資本直入法
その他有価証券の評価差額の合計額（評価差益及び評価差損）を資本
の部に計上する方法
① X2年度期末
有価証券評価損益 600/その他有価証券 600 
・C株式は， X2年度末において時価が著しく下落し，かつ，取得原価
まで回復する見込みがあるとは認められないため，評価差額を当期の
損失として処理する（減損処理）。なお，当該評価差額については，発
生時に税務上の損金処理が認められることを前提にしている。
400-1,000=△ 600 
その他有価証券 700/繰延税金負債 280 
／その他有価証券評価差額金 420
・A株式及びB株式については評価差益が生じているため，評価差額は
税効果を控除した上で資本の部に計上する。
評価差益部分 (800-500) + (1,200-800) =700 
税効果部分（繰延税金負債） 700 X 40%=280 
資本計上額（その他有価証券評価差額金） 700 -280=420 
繰延税金資産 200/その他有価証券 500 
その他有価証券評価差額金 300/
・D株式については評価差損が生じているため，評価差額は税効果を控
除した上で資本の部に計上する。
評価差損部分 1, 500-2,000 =△ 500 
税効果部分（繰延税金資産）△500X40%=△ 200 
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資本計上額（その他有価証券評価差額金）△500ー △200=△ 300 
② X3年度期首
繰延税金負債 280/繰延税金資産 200 
その他有価証券評価差額金 120/その他有価証券 200 
・A株式， B株式及びD株式の評価差額の計上は洗替処理によるため，
X2年度期末に計上した評価差額及び繰延税金資産・負債を振り戻し，
帳簿価額を取得原価とする。ただし， C株式は減損処理を行っている
ので，評価差額は振り戻さない。
③ X3年度期中（売却日）
現金 1,000/その他有価証券 500 
／有価証券売却益 500 
・A株式を売却した。売却時の帳簿価額は取得原価500であり，これと売
却価額1,000の差額500が売却益となる。
④ X3年度期末
その他有価証券 100/繰延税金負債 40 
／その他有価証券評価差額金 60 
• C株式は， X2年度期末に減損処理を行い，その後時価が一部回復し
て評価差益が生じているため，評価差額は税効果を控除した上で資本
の部に計上する。
評価差益部分 500 -400= 100 
税効果部分（繰延税金負債） 100X40%=40 
資本計上額（その他有価証券評価差額金） 100-40=60 
繰延税金資産 320/その他有価証券 800 
その他有価証券評価差額金 480/
• B株式及ぴD株式については評価差損が生じているため，評価差額は
税効果を控除した上で資本の部に計上する。
評価差損部分 (700-800)+ (1,300-2,000) =△ 800 
税効果部分（繰延税金資産） △ 800X40%=△ 320 
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資本計上額（その他有価証券評価差額金） △ 800ー △320=△ 480 
(2) 部分資本直入法
時価が取得原価を上回る銘柄に係る評価差額（評価差益）は資本の部に
計上し，時価が取得原価を下回る銘柄に係る評価差額（評価差損）は当期
の損失として処理する方法
① X2年度期末
有価証券評価損益 600/その他有価証券 600 
• C株式の減損処理は(1)の場合と同じ。
その他有価証券 700/繰延税金負債 280 
／その他有価証券評価差額金 420
・A株式及びB株式に係る評価差額（差益）の処理は(1)と同じ。
有価証券評価損 500/その他有価証券 500 
・D株式は評価差額がマイナスのため当期の損失として処理する。
1,500-2,000=△ 500 
② X3年度期首
繰延税金負債 280/その他有価証券 700 
その他有価証券評価差額金 420/
・A社株式及びB社株式の評価差額の計上は洗替処理によるため， X2
年度期末に計上した評価差額及び繰延税金負債を振り戻し，帳簿価額
を取得原価とする。
その他有価証券 500/有価証券評価損益 500 
・D株式の評価差額も同様に洗替処理によるが， X2年度期末に計上し
た評価損を評価益として振り戻し，帳簿価額を取得原価とする。
③ X3年度期中（売却日）
現金 1,000/その他有価証券 500 
／有価証券売却損益 500 
・A株式を売却した。売却時の帳簿価額は取得原価500であり，これと売
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却価額1,000の差額500が売却損益となる。
④ X3年度期末
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その他有価証券 100/繰延税金負債 40 
／その他有価証券評価差額金 60 
・C株式は， X2年度期末に減損処理を行い，その後時価が一部回復し
て評価差益が生じているため，評価差額は税効果を控除した上で資本
の部に計上する。
評価差益部分 500-400 = 100 
税効果部分（繰延税金負債） 100X40%=40 
資本計上額（その他有価証券評価差額金） 100-40=60 
有価証券評価損 800/その他有価証券 800 
・B株式及ぴD株式については評価差損が生じているため，当期の損失
として処理する。
(700-800) + (1,300-2,000) =△ 800 
(4) 市場価格のない有価証券
市場価格のない有価証券は，投資の部に表示する。
イ 社債その他の債券
時価のない債券の貸借対照表価額は，債権の貸借対照表価額に準ずる
（金融商品会計基準第三．二. 5. (1))ため，当該債券については，償却
原価法を適用した上で，債権の貸倒見積高の算定方法に準じて信用リス
クに応じた償還不能見積高を算定し，会計処理を行う (B本公認会計士協
会『金融商品会計実務指針』， 93項）。
ロ株式
取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし，実質価額が著しく
下落したときは，相当の減額をなし，評価差額は当期の損失として処理
する。
実質価額とは，一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成
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された財務諸表を基礎に，原則として資産等の時価評価に基づく評価差
額を加味して算定した 1株当たりの純資産額をいう（日本公認会計士協会
『金融商品会計実務指針』， 92項）。
6 デリバティブ取引による正味の債権
企業活動は種々のリスク環境の下で展開されている。企業の預金や借入
金は金利の変動によるリスクに晒されているし，グローバル経済下で展開
する輸出入取引は外国為替相場の変動によるリスクに晒されている。さら
に，企業が種々の目的で保有する株式や債券などの有価証券は，市場の変
動によるリスクに晒されている。
企業がこれらのリスクを回避したり，あるいは逆に積極的にリスクを負
担してより大きな投資収益を得るための手段として，デリバティプと称す
る金融商品が活用される。すなわち，デリバティプとは「一般的に，金利，
為替，株式等を原資産として，これらを一定の取り決めで受け渡ししたり，
指標として利用する取引の総称」と定義されている。金利等の原資産から
派生した商品を指すことから，デリバティブ（金融派生商品）と呼ばれる
（証券研究会・小谷融『有価証券報告書・半期報告書における「デリバティブ取
引」記載事例集』税務研究会出版局， 2001年）。
デリバテイプ取引には，先物取引，先渡取引，オプション取引，スワッ
プ取引及ぴこれらに類似する取引がある（金融商品会計基準第一，ー）。
先物取引とは，有価証券の場合，有価証券市場において，将来の一定の
時期に有価証券及びその対価の授受を約する売買であって，当該売買の目
的となっている有価証券の転売又は買戻しをしたときは差金の授受によっ
て決済することができる取引である（証券取引法第2条第17項）。
先渡取引とは，有価証券の場合，売買当事者が有価証券市場及ぴ外国有
価証券市場によらないで，将来の一定の時期において有価証券及ぴその対
価の授受を約する売買であって，当該売買の目的となっている有価証券の
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売戻し又は買戻しその他政令で定める行為をしたときは，差金の授受によ
って決済することができる取引である（証券取引法第 2条第21項）。
オプション取引とは，将来の一定の期日又は一定の期間内に予め定めら
れた価格で金融資産を購入又は売却できる権利を売買する取引である。
スワップ取引とは，債務者間で実質的に債務の元利又は利息の交換をす
る債務交換取引である。
デリパティプは，次の特徴を有する金融商品である（日本公認会計士協会
『金融商品会計実務指針』， 6項）。
① その権利義務の価値が，特定の金利，有価証券価格，現物商品価格，
外国為替相場，各種の価格・率の指数，信用格付け・信用指数，又は類
似する変数（これらは基礎変数と呼ばれる）の変化に反応して変化する
a. 基礎変数を有し，かつ， b.想定元本か固定若しくは決定可能な決済
金額のいずれか又は想定元本と決済金額の両方を有する契約である。
② 当初純投資が不要であるか，又は市況の変動に類似の反応を示すその
他の契約と比べ当初純投資をほとんど必要としない。
③ その契約条項により純額（差金）決済を要求若しくは容認し，契約外
の手段で純額決済が容易にでき，又は資産の引渡を定めていてもその受
取人を純額決済と実質的に異ならない状態に置く。
(1) デリバテイプ債権の発生及び消滅の認識
デリバティプ取引については，当該デリバティブ債券の時価の変動リス
クや契約の相手方の財政状態等に基づく信用リスクが当該取引の契約時か
ら契約当事者に生じるため，デリバテイプ取引に関する契約上の権利を生
じさせる契約を締結したときに，当該権利の発生を認識し，契約上の権利
を行使したとき，権利を喪失したとき又は権利に対する支配が他に移転し
たときには，当該権利の消滅を認識する（金融商品会計基準第二，ー，二， 1)。
例えば，オプションの保有者がオプション権未執行のまま行使期限が到来
したときは，当該オプションの消滅を認識する。
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金融資産を譲渡する場合には，譲渡後において譲渡人が譲渡資産や譲受
人と一定の関係（例えば， リコース権（遡及権），買戻特約等の保持や譲渡
人による回収サービス業務の遂行）を有する場合がある。このような条件
付の金融資産の譲渡については，金融資産のリスクと経済価値のほとんど
すべてが他に移転した場合に当該金融資産の消滅を認識する「リスク・経
済価値アプローチ」と，金融資産を構成する財務的要索に対する支配が他
に移転した場合に当該移転した財務構成要素の消滅を認識し，留保される
財務構成要索の存続を認識する「財務構成要索アプローチ」がある。
取引の実質的な経済効果を譲渡人の財務諸表に反映させるために，金融
商品会計基準は，金融資産の譲渡に係る消滅の認識は財務構成要索アプロ
ーチによることとし，金融資産の契約上の権利に対する支配が他に移転す
るのは，次の要件がすべて充たされた場合とした。
① 譲渡された金融資産に対する譲受人の契約上の権利が，譲渡人及ぴそ
の債権者から法的に保全されていること。
譲渡人に倒産等の事態が生じても譲渡人やその債権者等が，譲渡され
た金融資産に対して請求権等のいかなる権利も存在しないこと等，譲渡
された金融資産が譲渡人の倒産等のリスクから確実に引き離されている
必要がある。したがって，譲渡人が実質的に譲渡を行わなかったことと
なるような買戻権がある場合や，譲渡人が倒産したときには譲渡が無効
になると推定される場合は，当該金融資産の支配が移転しているとは認
められないことになる。
② 譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常の
方法で享受できること。
譲受人が譲渡された金融資産を実質的に利用し，元本の返済，利息又
は配当等により投下した資金等のほとんどすべてを回収できる等，譲渡
された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常の方法で享受でき
ることが必要である。
③ 譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期日前に買戻す権利及
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ぴ義務を実質的に有していないこと。
譲渡人が譲渡した金融資産を満期日前に買戻す権利及び義務を実質的
に有していることにより，金融資産を担保とした金銭貸借と実質的に同
様の取引がある。譲渡資産を買戻すことにより，当該取引を完結するこ
とが予め合意されている取引については，その約定が売買契約であって
も支配が移転しているとは認められない。このような取引については，
売買取引ではなく，金融取引として処理する必要がある。
(2) デリバテイプ債権の測定
デリバティブ取引により生ずる正味の債権は，時価をもって貸借対照表
価額とし，評価差額は，原則として，当期の損益として処理する（金融商品
会計基準第三，四）。
時価とは公正な評価額をいい，市場において形成されている取引価格，
気配又は指標その他の相場（以下，「市場価格」という）に基づく価額を言
う。市場価格がない場合には，合理的に算定された価額を公正な評価額と
する。市場には，公設の取引所及ぴこれに類する市場のほか，随時，売買・
換金等を行うことができる取引システム等も含まれる（金融商品会計基準第
ー，二，同注解（注2))。
言い換えると，時価には，当該金融資産が市場で取り引きされ，そこで
成立している価格がある場合の「市場価格に基づく価額」と，当該金融資
産に市場価額がない場合の「合理的に算定された価額」とがあることにな
る。
「市場価格に基づく価額」とは，具体的には，次の金融資産について公
表されている取引価格である（日本公認会計士協会『金融商品会計実務指針』，
48, 50, 51項）。
① 取引所に上場されている金融資産
② 店頭で取引きされている金融資産
③ 上記①又は②に準じて，随時，売買．換金等が可能なシステムにより
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取り引きされている金融資産
店頭で取り引きされている金融資産の市場価格は，公正な価格を提供す
るため複数の店頭市場の情報を集計し，提供することを目的として組織化
された日本証券業協会等の業界団体が公表する価格である。ただし，業界
団体が公表する価格の入手が困難か又はない場合には，プローカーの店頭
で成立する価格（気配値を含む）とすることができる。
随時，売買・換金等を行うことができる取引システムとは，金融機関・
証券会社間の市場，ディーラー間の市場，電子媒体取引市場などである。
金融資産を時価評価するのは，多くの金融資産は活発な取引市場で取引
可能であるか， もしくは，公正価値を合理的に把握することができること
にあり，金融資産がもたらす損益は，時の経過並ぴに当該金融資産の持つ
金融リスクの状況の変化によって決定されるから，時価評価が情報利用者
にとって目的適合性をもつ（日本会計研究学会，特別委員会最終報告『各国に
おけるデリバテイプの会計・監査および課税制度に関する総合研究』 2001年， 2 
-3頁）。
「合理的に算定された価額」とは，次の方法で算定された価額をいう（日
本公認会計士協会『金融商品会計実務指針』， 54項）。
① 取引所から公表されている類似の金融資産の市場価格に，利子率，満
期日，信用リスク及ぴその他の変動要因を調整する方法
② 対象金融資産から生ずる将来キャッシュ・フローを割引いた現在価値
を算定する方法
③ 一般に広く普及している理論値モデル又はプライシング・モデル（例
えば，プラック・ショールズ・モデル，オプション価格モデル）を使用
する方法
設例 金融資産の消滅に係る会計処理
前提条件
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(1) A社が帳簿価額1,000の債権を，下記の(2)の契約条件で第三者に1,100
の現金を対価として譲渡した。
(2) A社は買戻権（譲受人から買い戻す権利）を持ち，延滞債権を買い戻
すリコース義務を負い，また，譲渡資産の回収代行を行う。
(3) 取引は，支配の移転のための条件を満たしている。
(4) 現金収入，回収サービス業務資産，買戻権及ぴリコース義務のそれぞ
れの時価は次のとおりである。
区分 すべての時価が 一部の時価が
推定できる場合推定できない場合
現金収入ぃ （新たな資産） 1,100 1,100 
回収サービス業務資産(B) 40 不明
（残存部分）
買戻権(C) （新たな資産） 70 70 
リコース義務(D) （新たな負債） (60) 不明
1,150 1,170 
・譲渡資産の売却原価及び残存部分の原価の算定
上記前提条件に基づく譲渡資産の売却原価及ぴ残存部分の原価は，次の
とおりである。
すべての時価が 一部の時価が
推定できる場合推定できない場合
a 譲渡価額 (A+C-Dで表され l,llO(a) l,170(c) 
る）
b 消滅した部分と残存部分への配
分
帳簿価額 帳簿価額
時価 の按分 時価 の按分
譲渡債権
回収サービス業務資産
1,110 
40 
1,150 
965(b) 
35 
1,000 
1, 170 1, OOO(d) 
不明 。
不明 1,000 
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・譲渡損益の算定
譲渡価額 1, llO(a) l,170(c) 
譲渡原価 965(b) 1,000(d) 
リコース義務 (170) (d)-(c) 
譲渡益 145 ゜・仕訳
上記譲渡資産の売却原価及ぴ残存部分の原価の算定結果に基づく，譲渡
人の仕訳は次のとおりである。
すべての時価が 一部の時価が
勘定科目 推定できる場合 推定できない場合
借方（貸方） 借方（貸方）
現金 1,100 1,100 
回収サーピス業務資産 35 
買戻権 70 70 
債権 (1,000) (1,000) 
リコース義務 (60) (170) 
売却益 (145) 
